
令和６年４月から障害児通所支援事業所の運営基準の改定

等が行われます。以下の内容について、あらためて御確認い

ただき、事業所の適正な運営をお願いします。

障害児通所支援事業所の
運営基準に係る留意事項

項 目 義務化等の時期
（対応すべき期限）

内 容

①事業所の
支援プログ
ラムの作成
等

令和６年４月
（令和７年３月〆）

◆５領域とのつながりを明確化した事業所
全体の支援内容を示すプログラム（支援プロ
グラム）の作成が義務化。
◆インターネットの利用その他の方法により
支援プログラムを公表する必要がある。

②自己評
価・保護者
評価の充実

令和６年４月

◆事業所は従事者による評価を受けた上で、
自己評価を行うとともに、保護者による評価
を受け、改善を図る必要がある。
◆自己評価及び改善の内容について、イン
ターネット等で１年に１回以上公表を行う。

③個別支援
計画の共有

令和６年４月

◆児童発達支援管理責任者は作成した個別支
援計画を保護者に加えて、当該保護者が利用
する障害児相談支援事業所にも交付すること
が必要とされた。

④虐待防止
措置の徹底

令和４年４月
※減算は令和６年
４月

◆次の場合に新たに減算が適用となる。
①虐待防止委員会を定期的に（年１回以上）
開催していない場合
②虐待の防止のための研修を定期的に（年１
回以上）実施していない場合
③虐待防止措置（上記①②）を適切に実施す
るための担当者を配置していない場合

⑤業務継続
計画の作成

令和６年４月

◆作成が義務化された業務継続計画（新興感
染症と非常災害の両方とも）が未作成の事業
所について、基本報酬の減算が新設。

埼玉県 令和６年４月
埼玉県障害者支援課

【問い合わせ先】
地域生活・医療的ケア児支援担当
ＴＥＬ０４８－８３０－３３１７


